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プロフィール

商 号 株式会社いよぎんホールディングス 株式会社伊予銀行

設 立 ・ 創 業 令和4（2022）年10月3日設立 明治11（1878）年3月15日創業（第二十九国立銀行）

資 本 金 200億円 209億円

外 部 格 付

AA:日本格付研究所（JCR） AA:日本格付研究所（JCR）

A:格付投資情報センター（R&I） A+:格付投資情報センター（R&I）

ー A－:スタンダード&プアーズ（S&P）

本 社 ・ 本 店
所 在 地 愛媛県松山市南堀端町1番地

連 結 従 業 員 数 3,060人（臨時除く）

店舗ネ ッ ト ワ ー ク
伊予銀行：国内152か店（店舗内店舗25、出張所10を含む）、海外1か店（シンガポール）、海外駐在員事務所2か所（上海、香港）

いよぎんリース：国内11か店
四国アライアンス証券：国内5か店

〈2023年12月8日現在〉
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グループ会社一覧

〈2023年12月8日現在〉

※上記の他、持分法非適用の非連結子会社4社、持分法非適用の関連会社3社を有しております。

㈱ 伊 予 銀 行

い よ ぎ ん ビ ジ ネ ス サ ー ビ ス ㈱

㈱いよぎんChallenge&Smile

い よ ぎ ん 保 証 ㈱

連 結 子 会 社 7 社

い よ ぎ ん キ ャ ピ タ ル ㈱

㈱いよぎん地域経済研究センター

㈱い よ ぎ ん デ ィ ー シ ー カ ー ド

い よ ぎ ん リ ー ス ㈱

㈱いよぎんコンピュータサービス

四 国 ア ラ イ ア ン ス 証 券 ㈱

預金業務、貸出業務、有価証券投資業務、為替業務

現金整理・精査業務、現金自動設備の保守管理業務等

住宅ローン・消費性ローンの債務保証業務等

株式・社債等への投資業務、投資ファンドの運営等

産業・経済・金融に関する調査研究業務等

クレジットカード業務、保証業務等

リース業務等

情報処理受託業務、ソフトウェア開発業務等

証券業務

事務用品等の作成業務

銀 行 業

リ ー ス 業

そ の 他

連 結 子 会 社 1 4 社

連 結 子 会 社 1 社

連 結 子 会 社 3 社

㈱いよぎんデジタルソリューションズ デジタル技術を活用した業務改善コンサルティング業務等

㈱
い
よ
ぎ
ん
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス
（
持
株
会
社
）
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拠点ネットワーク

■ 瀬戸内圏域を中心とした13都府県に、地方銀行グループ第1位の広域ネットワークを構築
■ 愛媛県外にも古くから進出し、強固な営業基盤を確立

1909 臼杵（大分県）、1919 仁方（現：呉 広島県）
1947 高松（香川県）・高知・大分、1950 広島
1952 大阪、1954 東京、1958 徳島
1963 北九州（福岡県）、1964 岡山
1965 名古屋（愛知県）、1966 神戸（兵庫県）
1971 福岡、1979 徳山（山口県）

主な県外店舗の出店時期

広島県 岡山県 兵庫県

大阪府
香川県

徳島県

高知県

瀬戸内海周辺では11府県

山口県

福岡県

大分県

国内152か店、海外1か店、海外駐在員事務所2か所
（うち いよぎんSMART 3か店）
（うち いよぎんSMARTplus 9か店）
（うち 店舗内店舗 25か店）

伊予銀行店舗数

国内11か店

いよぎんリース店舗数
国内5か店

四国アライアンス証券店舗数

愛媛県内
伊予銀行 120か店
いよぎんリース 6か店

四国アライアンス証券 5か店

中国地区
伊予銀行 9か店

いよぎんリース 2か店

九州地区
伊予銀行 8か店

いよぎんリース 1か店 愛媛県以外の四国地区
伊予銀行 7か店

いよぎんリース 1か店

近畿地区
伊予銀行 5か店

いよぎんリース 1か店

東海地区
伊予銀行 1か店

東京地区
伊予銀行 2か店

海外地区
伊予銀行 1か店、 2か所

〈2023年12月8日現在〉
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■各圏域に全国トップクラスのシェアを誇る産業が集積
■2021年の愛媛県の製造品出荷額等は4.8兆円（四国の46.6％）

松山圏域は、「小型貫流蒸気ボイラ」や「農業機械」、
「削り節」において高いシェアを誇る企業が立地

松山圏域

※1 ㈱いよぎん地域経済研究センター（IRC）推計、全国順位はオペレーターを除いた場合
※2 全国順位は愛媛県の順位

…愛媛県の全国に占めるシェア

宇和島圏域

海面養殖業（‘21年）
全国生産額4,515億円

全国1位 ※2

15.4％
（695億円） 新居浜圏域

特に新居浜地区は、住友グループの企業城下町
として非鉄金属・化学・鉄鋼・機械器具が集積

愛媛県の製造品出荷額等の約43.9％

製造品出荷額等（‘21年）

2兆896億円

宇摩（四国中央）圏域

パルプ・紙産業（‘21年）
全国出荷額7兆2,143億円

全国2位 ※2

7.6％
（5,475億円）

今治圏域

タオル（‘21年）
全国出荷額520億円

全国1位 ※2

59.6％
（310億円）

国内船主の外航船保有隻数（‘20年9月時点）（注1）
全国総隻数3,663隻

32.7％
（1,199隻）

全国1位 ※2

出所：経済産業省「2022年経済構造実態調査」、農林水産省「令和3年漁業産出額（確報）」をもとに作成

愛媛県の主要産業
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■ 愛媛県は地域ごとに特徴ある製造業が立地

～製造品出荷額等の市別構成比～
（上位5市）

出所：経済産業省「2022年経済構造実態調査」をもとに、㈱いよぎん地域経済研究センター（IRC）が作成

愛媛県の製造業
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■ 瀬戸内海沿岸地域は、多様な産業構造を形成

造船、海運、石油
タオル・縫製

造船、繊維

製紙・紙加工

化学､電機
非鉄金属、一般機械

魚類養殖

自動車、造船、電機

電機、農機、化学、観光

柑橘、食品加工

鉄鋼､自動車､電機､観光

広島

松山 西条

今治
新居浜

大洲

八幡浜

宇和島大分

香川

岡山

四国中央

自動車、石油精製、鉄鋼

瀬戸内圏域の産業構造
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出所：総務省統計局「人口推計」、国土地理院「全国都道府県市区町村別面積調」、総務省・経済産業省「経済センサス」、経済産業省「2022年経済構造実態調査」、内閣府「県民経済計算」より作成

10県合計
17.0％

総人口
（人口推計）

（2022年10月）

9県合計
（除く兵庫県）

12.6％

総人口
（人口推計）

（2022年10月）

10県合計
15.1％

県内総生産
（名目）

（2020年度）

9県合計
（除く兵庫県）

11.2％

県内総生産
（名目）

（2020年度）

総人口
（人口推計）

総面積
（国土地理院）

事業所数
（民営・除く公務）

従業者数
（民営・除く公務）

県内総生産
（名目）

県内総生産
成長率（実質）

１人当たり
県民所得

2022年10月 2023年7月 2021年 2021年 2020年度 2020年度 2020年度
（人） （ｋ㎡） （事業所） （人） （億円） （％） （千円）

愛　媛　県 1,306,486 5,676 59,021 563,282 48,275 ▲ 7.9 2,471
香　川　県 934,060 1,877 44,528 435,625 37,344 ▲ 8.2 2,766
徳　島　県 703,852 4,147 33,794 304,672 31,852 ▲ 1.9 3,013
高　知　県 675,705 7,102 32,839 275,520 23,543 ▲ 5.4 2,491
大　分　県 1,106,831 6,341 49,937 473,690 44,580 ▲ 4.0 2,604
福　岡　県 5,116,046 4,988 205,965 2,294,657 188,869 ▲ 6.0 2,630
山　口　県 1,313,403 6,113 55,759 571,202 61,481 ▲ 4.0 2,960
広　島　県 2,759,500 8,479 120,069 1,293,541 115,554 ▲ 4.4 2,969
岡　山　県 1,862,317 7,115 77,428 835,270 76,064 ▲ 5.4 2,665

上記9県合計（Ａ） 15,778,200 51,838 679,340 7,047,459 627,562
（Ａ)／（Ｃ） 12.6% 13.7% 13.4% 12.3% 11.2%

兵　庫　県 5,402,493 8,401 199,966 2,194,727 217,359 ▲ 3.5 2,887
10県合計（Ｂ） 21,180,693 60,239 879,306 9,242,186 844,921
（Ｂ)／（Ｃ） 17.0% 15.9% 17.3% 16.1% 15.1%
全　　国（Ｃ） 124,946,789 377,975 5,078,617 57,457,856 5,587,783 ▲ 4.6 3,123

瀬戸内圏域の経済指標Ⅰ
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10県合計
19.9％

製造品
出荷額等

（2022年）

9県合計
（除く兵庫県）

14.9％

製造品
出荷額等

（2022年）

製造品
出荷額等

卸売業年間
売上金額

小売業年間
売上金額

鉱工業生産指数
（年平均）

新設住宅
着工戸数

有効求人倍率
(年平均)

完全失業率
（年平均）

2022年 2021年 2021年 2022年 2022年 2022年 2022年
(百万円） （百万円） （百万円） 2015年＝100 （戸） （倍） （％）

愛　媛　県 4,758,162 2,466,898 1,472,320 95.7 6,843 1.42 1.9
香　川　県 2,801,392 2,202,125 1,140,868 92.2 5,198 1.51 2.2
徳　島　県 2,057,816 803,495 706,601 102.4 2,718 1.27 2.2
高　知　県 601,498 719,995 703,764 91.1 2,881 1.19 1.9
大　分　県 4,713,437 1,245,665 1,186,677 91.1（2021年分） 7,009 1.35 1.8
福　岡　県 9,444,973 16,420,315 5,678,040 未公表 41,458 1.17 2.9
山　口　県 6,650,098 1,456,487 1,648,500 103.7 6,769 1.52 1.8
広　島　県 9,943,935 8,354,901 3,132,853 97.5 17,973 1.54 2.2
岡　山　県 8,365,362 3,363,511 2,028,495 93.1 13,199 1.52 2.1

上記9県合計（Ａ) 49,336,673 37,033,392 17,698,118 104,048
（Ａ)／（Ｃ) 14.9% 9.2% 12.8% 12.1%

兵　庫　県 16,502,307 9,320,032 5,367,928 95.0 31,064 1.01 2.6
10県合計（Ｂ) 65,838,980 46,353,424 23,066,046 135,112
（Ｂ)／（Ｃ) 19.9% 11.5% 16.7% 15.7%
全　　国（Ｃ) 330,220,006 401,633,535 138,180,412 105.3 859,529 1.28 2.6

10県合計
15.7％

新設住宅
着工戸数

（2022年）

9県合計
（除く兵庫県）

12.1％

新設住宅
着工戸数

（2022年）

出所：経済産業省「2022年経済構造実態調査」、総務省・経済産業省「経済センサス」、各県資料、国土交通省「建築着工統計調査」、厚生労働省「一般職業紹介状況」、総務省統計局「労働力調査」より作成

瀬戸内圏域の経済指標Ⅱ
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あいえす造船㈱本社工場
山中造船㈱

㈱藤原造船所

㈱波方造船所

㈲岡島造船所

㈲角田造船所

㈱栗之浦ドック
保内重工業㈱

今治造船㈱西条工場

浅川造船㈱、今治造船㈱本社工場
㈱新来島波止浜どっく
檜垣造船㈱、矢野造船㈱

伯方造船㈱
村上秀造船㈱、しまなみ造船㈱

岩城造船㈱

㈱新来島どっく
大西工場

㈲赤松造船所、松田造船㈲
三好造船㈱

15グループ 22事業所

出所：四国運輸局「管内造船資料」を基に当行が作成
※総トン数500トン以上または長さ50ｍ以上の鋼船を建造・修繕している現在稼働中の造船所施設

愛媛県内の造船所
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今後の市況見通しドライバルク輸送の需給について

■ 今後の市況見通し

●ドライバルク貨物の荷動きは、足下での中国経済の不透明感が重しとなっているものの、堅調な
南米穀物の出荷と、世界経済の成長予測から、中長期的にはネガティブになる要素は見当たら
ない。

●ドライバルクの船腹供給面では、船腹量の伸び率予想は比較的抑えられており、供給過多とな
る局面は予想されない。また、2023年1月以降にスタートした燃費実績格付け制度（CII）に
よる減速運航、パナマ運河の慢性的な水位低下による滞船等が船腹量の引き締め要因であり、
需給のタイト化に繋がるものと見込まれる。

■ ドライバルク輸送の需要（輸送量）と供給（船腹量）

●2022年のドライバルク単位輸送量※は、中国におけるゼロコロナ政策が海上物流に大きく影響
し低水準となったものの、2023年はコロナ禍からの経済回復やウクライナ侵攻の継続による代替
地からのトレード長距離化、南米の穀物輸出の増加などにより前年比プラス4.6％と大きく回復
する見込みとなっている。

●また、一方の船腹量についても、世界的なLNG船・コンテナ船の発注増加に起因する船台不足
により供給が抑えられており、大きな需給の緩みはみられなかった。

※単位輸送量：トンマイルとも呼ばれる。何トンの貨物を何マイル運んだかを表すもので、実質的な船舶の需要を計る指標と
なっている。

出典「クラークソンリサーチ シッピングレビュー＆アウトルック（2023年10月）」

■ バルチック海運指数（BDI）の推移■ 輸送単位量・船腹量伸び率推移

ドライバルク市況の見通し

最低値 290
（2016.2）

最高値 11,793
（2008.5）

1,716
（2023.9末）
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1.貸出金期末残高内訳別推移 (単位：億円）

2022/9比
総貸出金 46,175 47,566 48,745 49,993 49,591 50,688 52,574 53,260 55,415 +2,841 

一般貸出金 43,877 45,222 46,481 47,836 47,524 48,703 50,620 51,378 53,493 +2,873 
事業性貸出金（含む海外等） 32,911 33,979 35,077 36,246 35,861 36,962 38,877 39,649 41,815 +2,938 
事業性貸出金（国内店） 31,583 32,488 33,471 34,349 33,876 34,798 36,531 37,388 39,253 +2,722 
個人融資 10,965 11,243 11,403 11,589 11,663 11,740 11,743 11,729 11,677 △66

住宅ローン 8,053 8,318 8,526 8,707 8,796 8,855 8,866 8,840 8,778 △88
アパート・ビルローン 2,031 2,052 2,052 2,057 2,062 2,088 2,096 2,102 2,121 +25
カードローン 279 269 245 236 229 219 216 211 210 △6

地公体向貸出金等 2,297 2,343 2,264 2,156 2,066 1,985 1,953 1,881 1,921 △32
※アパート・ビルローンは｢制度融資｣のみの計数 
2.預金等預り資産期末残高内訳別推移 (単位：億円）

2022/9比
総預金等＋預り資産 Ａ 61,745 60,941 65,325 68,709 69,569 70,152 70,274 71,960 72,259 +1,985
総預金等 58,173 57,543 61,846 65,226 66,030 66,541 66,697 68,232 68,370 +1,673

総預金 52,885 52,656 56,526 59,831 59,562 60,418 60,998 61,890 62,457 +1,459
個人 34,502 35,125 36,522 37,407 37,940 38,508 38,899 39,163 39,429 +530
一般法人 15,537 15,644 17,335 18,534 18,579 19,151 19,498 19,503 20,257 +759
公金 1,132 1,198 1,127 1,628 1,140 1,417 1,189 1,475 1,116 △73
金融 319 408 327 434 306 452 304 674 300 △4
海外・オフショア 1,394 280 1,213 1,826 1,595 888 1,106 1,074 1,352 +246

NCD 5,288 4,887 5,319 5,394 6,468 6,122 5,699 6,341 5,913 +214
一般法人 3,900 3,670 3,849 4,274 4,762 4,450 3,856 4,630 3,828 △28
公金 1,387 1,217 1,470 1,120 1,706 1,670 1,841 1,710 2,083 +242

一般法人資金（含むNCD） 19,438 19,314 21,185 22,808 23,341 23,602 23,355 24,133 24,085 +730
公金資金(含むNCD) 2,520 2,415 2,598 2,749 2,846 3,088 3,030 3,185 3,200 +170
外貨預金(残高) 1,016 893 963 990 1,160 1,331 1,386 1,360 1,434 +48

個人預金+個人預り資産 37,956 38,414 39,885 40,783 41,374 42,010 42,367 42,781 43,199 +832
個人預金 34,502 35,125 36,522 37,407 37,940 38,508 38,899 39,163 39,429 +530
個人預り資産 3,454 3,288 3,363 3,376 3,434 3,501 3,468 3,617 3,769 +301

＜預り資産（末残ベース）＞
伊予銀行預り資産(除く預金等)Ｂ 3,571 3,397 3,478 3,483 3,539 3,611 3,577 3,727 3,888 +311

国債 203 198 199 192 200 213 239 282 337 +98
投信 667 538 587 616 640 678 644 670 705 +61
一時払保険 2,164 2,142 2,113 2,087 2,072 2,054 2,036 2,083 2,121 +85
金融商品仲介 536 517 577 586 625 664 656 691 724 +68

四国アライアンス証券残高Ｃ 2,078 2,024 2,266 2,452 2,463 2,460 2,542 2,750 3,007 +465
グループ預り資産残高Ｂ+Ｃ＝Ｄ 5,650 5,422 5,745 5,935 6,002 6,071 6,119 6,478 6,896 +777

預り資産構成比(Ｄ/Ａ+Ｃ) 8.9% 8.6% 8.5% 8.3% 8.3% 8.4% 8.4% 8.7% 9.2% －
※外貨預金（残高）は海外・オフショアを除く計数 
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2023/9

2023/9

2022/9

2022/9

預貸金期末残高内訳別推移


Sheet1

		1.貸出金期末残高内訳別推移 カシダシ キン キマツ ザンダカ ウチワケ ベツ スイイ																										(単位：億円） タンイ オクエン

										2019/9		2020/3		2020/9		2021/3		2021/9		2022/3		2022/9		2023/3		2023/9

																												2022/9比 ヒ

		総貸出金								46,175		47,566		48,745		49,993		49,591		50,688		52,574		53,260		55,415		+2,841 

				一般貸出金						43,877		45,222		46,481		47,836		47,524		48,703		50,620		51,378		53,493		+2,873 

						事業性貸出金（含む海外等）				32,911		33,979		35,077		36,246		35,861		36,962		38,877		39,649		41,815		+2,938 

						事業性貸出金（国内店）				31,583		32,488		33,471		34,349		33,876		34,798		36,531		37,388		39,253		+2,722 

						個人融資				10,965		11,243		11,403		11,589		11,663		11,740		11,743		11,729		11,677		△66

								住宅ローン ジュウタク		8,053		8,318		8,526		8,707		8,796		8,855		8,866		8,840		8,778		△88

								アパート・ビルローン		2,031		2,052		2,052		2,057		2,062		2,088		2,096		2,102		2,121		+25

								カードローン		279		269		245		236		229		219		216		211		210		△6

				地公体向貸出金等 チコウタイ ム カシダシ キン トウ						2,297		2,343		2,264		2,156		2,066		1,985		1,953		1,881		1,921		△32

		※アパート・ビルローンは｢制度融資｣のみの計数 

		2.預金等預り資産期末残高内訳別推移																										(単位：億円） タンイ オクエン

										2019/9		2020/3		2020/9		2021/3		2021/9		2022/3		2022/9		2023/3		2023/9

																												2022/9比 ヒ

		総預金等＋預り資産 Ａ ソウヨキン トウ アズカ シサン								61,745		60,941		65,325		68,709		69,569		70,152		70,274		71,960		72,259		+1,985

		総預金等 ソウヨキン トウ								58,173		57,543		61,846		65,226		66,030		66,541		66,697		68,232		68,370		+1,673

				総預金 ソウヨキン						52,885		52,656		56,526		59,831		59,562		60,418		60,998		61,890		62,457		+1,459

						個人 コジン				34,502		35,125		36,522		37,407		37,940		38,508		38,899		39,163		39,429		+530

						一般法人 イッパン ホウジン				15,537		15,644		17,335		18,534		18,579		19,151		19,498		19,503		20,257		+759

						公金 コウキン				1,132		1,198		1,127		1,628		1,140		1,417		1,189		1,475		1,116		△73

						金融 キンユウ				319		408		327		434		306		452		304		674		300		△4

						海外・オフショア カイガイ				1,394		280		1,213		1,826		1,595		888		1,106		1,074		1,352		+246

				NCD						5,288		4,887		5,319		5,394		6,468		6,122		5,699		6,341		5,913		+214

						一般法人 イッパン ホウジン				3,900		3,670		3,849		4,274		4,762		4,450		3,856		4,630		3,828		△28

						公金 コウキン				1,387		1,217		1,470		1,120		1,706		1,670		1,841		1,710		2,083		+242

		一般法人資金（含むNCD） イッパン ホウジン シキン フク								19,438		19,314		21,185		22,808		23,341		23,602		23,355		24,133		24,085		+730

		公金資金(含むNCD) コウキン シキン								2,520		2,415		2,598		2,749		2,846		3,088		3,030		3,185		3,200		+170

		外貨預金(残高) ガイカ ヨキン ザン ダカ								1,016		893		963		990		1,160		1,331		1,386		1,360		1,434		+48



		個人預金+個人預り資産 コジン ヨキン コジン アズカ シサン								37,956		38,414		39,885		40,783		41,374		42,010		42,367		42,781		43,199		+832

				個人預金 コジン ヨキン						34,502		35,125		36,522		37,407		37,940		38,508		38,899		39,163		39,429		+530

				個人預り資産 コジン アズカ シサン						3,454		3,288		3,363		3,376		3,434		3,501		3,468		3,617		3,769		+301



		＜預り資産（末残ベース）＞ アズカ シサン マツ ザン

		伊予銀行預り資産(除く預金等)Ｂ イヨ ギンコウ アズカ シサン ノゾ ヨキン トウ								3,571		3,397		3,478		3,483		3,539		3,611		3,577		3,727		3,888		+311

				国債 コクサイ						203		198		199		192		200		213		239		282		337		+98

				投信 トウシン						667		538		587		616		640		678		644		670		705		+61

				一時払保険 イチジ ハラ ホケン						2,164		2,142		2,113		2,087		2,072		2,054		2,036		2,083		2,121		+85

				金融商品仲介 キンユウ ショウヒン チュウカイ						536		517		577		586		625		664		656		691		724		+68

		四国アライアンス証券残高Ｃ								2,078		2,024		2,266		2,452		2,463		2,460		2,542		2,750		3,007		+465

		グループ預り資産残高Ｂ+Ｃ＝Ｄ								5,650		5,422		5,745		5,935		6,002		6,071		6,119		6,478		6,896		+777



		預り資産構成比(Ｄ/Ａ+Ｃ) アズカ シサン コウセイヒ								8.9%		8.6%		8.5%		8.3%		8.3%		8.4%		8.4%		8.7%		9.2%		－

		※外貨預金（残高）は海外・オフショアを除く計数 
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■ 業種別貸出金の構成比に大きな変化はなく、バランスのとれた運用状況

※2009/9期より「不動産業」の中に「物品賃貸業」を含めて記載している。
なお、「物品賃貸業」を除いた2023/9期の「不動産業」は3,058億円であり、2022/9期比97億円増加、増加率+3.3％となっている。
また、「その他」の中には「個人による貸家業」（2023/9期 2,197億円）を含んでいる。

※「海運」は日本標準産業分類のうち「水運業」（中分類）に該当する残高を表示しているため、本編資料23頁の「海運関連融資残高」とは一致しない。

（単位：億円）

構成比 構成比 構成比 構成比 構成比 構成比 残高 残高増加率

6,298 14.5% 6,469 14.4% 6,717 14.2% 6,525 13.7% 6,539 13.0% 6,936 13.1% +397 +6.1%
28 0.1% 28 0.1% 29 0.1% 28 0.1% 28 0.1% 40 0.1% +12 +42.9%
2 0.0% 3 0.0% 4 0.0% 4 0.0% 4 0.0% 5 0.0% +1 +25.0%

111 0.3% 112 0.2% 98 0.2% 81 0.2% 68 0.1% 72 0.1% +4 +5.9%
85 0.2% 81 0.2% 68 0.1% 64 0.1% 42 0.1% 30 0.1% △ 12 △ 28.6%

1,112 2.6% 1,089 2.4% 1,264 2.7% 1,277 2.7% 1,387 2.8% 1,513 2.9% +126 +9.1%
1,225 2.8% 1,413 3.2% 1,674 3.6% 1,974 4.1% 2,078 4.1% 2,338 4.4% +260 +12.5%

217 0.5% 200 0.4% 178 0.4% 182 0.4% 179 0.4% 127 0.2% △ 52 △ 29.1%
7,033 16.2% 7,288 16.3% 8,016 17.0% 8,475 17.8% 10,306 20.5% 11,688 22.1% +1,382 +13.4%

うち海運 5,665 13.0% 5,936 13.2% 6,660 14.1% 7,166 15.1% 9,043 18.0% 10,327 19.5% +1,284 +14.2%
5,003 11.5% 4,995 11.1% 5,099 10.8% 5,101 10.7% 5,308 10.6% 5,699 10.8% +391 +7.4%
2,089 4.8% 1,901 4.2% 1,813 3.8% 1,700 3.6% 2,018 4.0% 2,102 4.0% +84 +4.2%
2,590 6.0% 2,841 6.3% 3,122 6.6% 3,117 6.5% 3,136 6.2% 3,271 6.2% +135 +4.3%
4,255 9.8% 4,592 10.2% 4,834 10.3% 4,834 10.2% 4,795 9.5% 4,805 9.1% +10 +0.2%

うち医療関連 1,915 4.4% 1,942 4.3% 2,050 4.3% 2,076 4.4% 2,044 4.1% 2,023 3.8% △ 21 △ 1.0%
2,339 5.4% 2,244 5.0% 2,221 4.7% 2,036 4.3% 1,946 3.9% 1,907 3.6% △ 39 △ 2.0%

11,065 25.5% 11,581 25.8% 11,994 25.4% 12,202 25.6% 12,387 24.7% 12,314 23.3% △ 73 △ 0.6%
43,459 100.0% 44,846 100.0% 47,140 100.0% 47,605 100.0% 50,227 100.0% 52,852 100.0% +2,625 +5.2%

(国内店分、除く特別国際金融取引勘定）

2022/9比2021/9

製造業
農　業

2022/92020/92019/9 2023/92018/9

林　業
漁　業
鉱　業
建設業
電気・ガス・熱供給・水道業
情報通信業
運輸業

その他
合　　　計

卸売・小売業
金融・保険業
不動産業
各種サービス業

地方公共団体

業種別貸出金の残高・比率推移


【提出用】業種別（別紙17）

																																（単位：億円） オク エン



						2018/9				2019/9				2020/9				2021/9				2022/9				2023/9				2022/9比 ヒ

								構成比				構成比				構成比				構成比				構成比				構成比		残高 ザンダカ		残高増加率 ザンダカ ゾウカ リツ

		製造業				6,298		14.5%		6,469		14.4%		6,717		14.2%		6,525		13.7%		6,539		13.0%		6,936		13.1%		+397		+6.1%

		農　業				28		0.1%		28		0.1%		29		0.1%		28		0.1%		28		0.1%		40		0.1%		+12		+42.9%

		林　業				2		0.0%		3		0.0%		4		0.0%		4		0.0%		4		0.0%		5		0.0%		+1		+25.0%

		漁　業				111		0.3%		112		0.2%		98		0.2%		81		0.2%		68		0.1%		72		0.1%		+4		+5.9%

		鉱　業				85		0.2%		81		0.2%		68		0.1%		64		0.1%		42		0.1%		30		0.1%		△ 12		△ 28.6%

		建設業				1,112		2.6%		1,089		2.4%		1,264		2.7%		1,277		2.7%		1,387		2.8%		1,513		2.9%		+126		+9.1%

		電気・ガス・熱供給・水道業				1,225		2.8%		1,413		3.2%		1,674		3.6%		1,974		4.1%		2,078		4.1%		2,338		4.4%		+260		+12.5%

		情報通信業				217		0.5%		200		0.4%		178		0.4%		182		0.4%		179		0.4%		127		0.2%		△ 52		△ 29.1%

		運輸業				7,033		16.2%		7,288		16.3%		8,016		17.0%		8,475		17.8%		10,306		20.5%		11,688		22.1%		+1,382		+13.4%

				うち海運 		5,665		13.0%		5,936		13.2%		6,660		14.1%		7,166		15.1%		9,043		18.0%		10,327		19.5%		+1,284		+14.2%

		卸売・小売業				5,003		11.5%		4,995		11.1%		5,099		10.8%		5,101		10.7%		5,308		10.6%		5,699		10.8%		+391		+7.4%

		金融・保険業				2,089		4.8%		1,901		4.2%		1,813		3.8%		1,700		3.6%		2,018		4.0%		2,102		4.0%		+84		+4.2%

		不動産業				2,590		6.0%		2,841		6.3%		3,122		6.6%		3,117		6.5%		3,136		6.2%		3,271		6.2%		+135		+4.3%

		各種サービス業				4,255		9.8%		4,592		10.2%		4,834		10.3%		4,834		10.2%		4,795		9.5%		4,805		9.1%		+10		+0.2%

				うち医療関連 		1,915		4.4%		1,942		4.3%		2,050		4.3%		2,076		4.4%		2,044		4.1%		2,023		3.8%		△ 21		△ 1.0%

		地方公共団体				2,339		5.4%		2,244		5.0%		2,221		4.7%		2,036		4.3%		1,946		3.9%		1,907		3.6%		△ 39		△ 2.0%

		その他				11,065		25.5%		11,581		25.8%		11,994		25.4%		12,202		25.6%		12,387		24.7%		12,314		23.3%		△ 73		△ 0.6%

		合　　　計				43,459		100.0%		44,846		100.0%		47,140		100.0%		47,605		100.0%		50,227		100.0%		52,852		100.0%		+2,625		+5.2%

		(国内店分、除く特別国際金融取引勘定）
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 取引先の事業性評価を通じた企業価値向上支援の取組みを展開
 「企業サポート室」を中心に企業再生支援を実施

～再生ファンド、中小企業活性化協議会など各種再生スキームやソリューション営業の活用～

＜事業性与信先に対する債務者区分の遷移（1年間） ＞
上段：債務者数

下段：与信額（億円） 合計 正常先 その他要注意先 要管理先 破綻懸念先 実質破綻先 破綻先

18,661 17,147 16,538 541 8 46 13 1 0.32% 609

39,616 40,070 39,156 832 66 16 1 0 0.04% 914

2,194 2,094 490 1,512 26 60 4 2 3.01% 490 92

3,435 3,336 749 2,423 57 105 1 0 3.11% 749 164

130 111 10 11 61 24 5 0 22.31% 21 29

304 275 10 24 163 77 1 0 25.57% 34 78

435 406 29 32 10 322 9 4 71 13

637 583 10 33 28 495 16 1 71 18

66 49 1 0 0 0 45 3 1 3

11 5 0 0 0 0 5 1 0 1

13 4 0 0 0 0 0 4 0

2 1 0 0 0 0 0 1 0

21,499 19,811 17,068 2,096 105 452 76 14 583 746

44,006 44,270 39,926 3,311 313 693 23 3 854 1,174

※１　2022年9月末において各債務者区分に属していた債務者が、2023年9月末においてどの債務者区分に遷移したかを表示している。
※２　遷移後の残高は、2023年9月末における償却後の残高である。

2023/9月末 破綻懸念以下
への劣化率 好転 劣化

2
0
2
2
/
9
月
末

正常先

その他
要注意先

要管理先

破綻懸念先

実質破綻先

破綻先

合計

ー

ー

債務者区分遷移表


Sheet1

		上段：債務者数 ジョウダン サイムシャ スウ								2023/9月末 ツキ マツ														破綻懸念以下
への劣化率 ハタン ケネン イカ レッカ リツ				好転 コウテン		劣化 レッカ

		下段：与信額（億円） ゲダン ヨシンガク オクエン								合計 ゴウケイ		正常先 セイジョウ サキ		その他要注意先		要管理先		破綻懸念先		実質破綻先 ジッシツ ハタンサキ		破綻先 ハタンサキ

		2022/9月末 ツキ マツ		正常先 セイジョウ サキ		18,661				17,147		16,538		541		8		46		13		1		0.32%				ー		609

						39,616				40,070		39,156		832		66		16		1		0		0.04%						914

				その他
要注意先 タ ヨウチュウイ サキ		2,194				2,094		490		1,512		26		60		4		2		3.01%				490		92

						3,435				3,336		749		2,423		57		105		1		0		3.11%				749		164

				要管理先 ヨウ カンリ サキ		130				111		10		11		61		24		5		0		22.31%				21		29

						304				275		10		24		163		77		1		0		25.57%				34		78

				破綻懸念先 ハタン ケネン サキ		435				406		29		32		10		322		9		4						71		13

						637				583		10		33		28		495		16		1						71		18

				実質破綻先 ジッシツ ハタンサキ		66				49		1		0		0		0		45		3						1		3

						11				5		0		0		0		0		5		1						0		1

				破綻先 ハタンサキ		13				4		0		0		0		0		0		4						0		ー

						2				1		0		0		0		0		0		1						0

				合計 ゴウケイ		21,499				19,811		17,068		2,096		105		452		76		14						583		746

						44,006				44,270		39,926		3,311		313		693		23		3						854		1,174



		※１　2022年9月末において各債務者区分に属していた債務者が、2023年9月末においてどの債務者区分に遷移したかを表示している。

		※２　遷移後の残高は、2023年9月末における償却後の残高である。 センイ ゴ ザンダカ ネン ガツ マツ ショウキャク ゴ ザンダカ
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リスクカテゴリー別管理 ～有価証券投資部門～

（単位：億円）

利息・配当収入

受取利息 調達

（※3） コスト

円貨債券 4,970 +8 4,978 24.1% △9.8% 7 14 14 0 1 △ 8 円金利の長短金利差

うち国債 1,026 +58 1,084 5.2% △1.7% 22 21 21 0 0 +2

うち物価連動国債 818 +45 862 4.2% △1.6% 16 9 9 0 0 +7 期待インフレ率の上昇

外貨債券（為替ヘッジ付） 5,549 △ 151 5,398 26.1% +11.7% △ 124 △ 14 64 77 15 △ 126 海外金利の長短金利差

外貨債券（為替ヘッジ無） 5,005 △ 66 4,939 23.9% +6.8% 72 53 53 0 103 △ 84 為替差益・利息収入

国内外株式（含む株式投信） 1,154 +3,016 4,170 20.1% △6.6% 317 47 47 0 31 +239 取引先を中心とした国内外企業の成長

オルタナティブ 1,122 +91 1,213 5.9% △2.1% 44 18 18 0 △３ +30

ヘッジファンド等 310 △ 33 277 1.3% △0.5% △ 9 △ 0 0 0 △３ △ 6 外部委託運用による戦略分散

不動産関連 680 +114 794 3.8% △1.3% 46 14 14 0 0 +32 不動産の賃料収入と価格上昇による値上がり益

プライベート・エクイティ 83 +0 83 0.4% △0.2% 2 2 2 0 0 △ 0 未上場株式の経営改善等による企業価値向上

エマージング株 49 +10 59 0.3% △0.1% 5 1 1 0 0 +3 新興国の成長と為替差益

合計 17,799 +2,898 20,697 100.0% +0.0% 315 118 195 77 146 +51
※1　市場部門で投資している資産を、勘定科目に関わらず主たるリスクに応じて集計したもの（金銭の信託等を含むベース）。
※2　「総合損益」および「利息・配当収入」は、調達コストとして３ヶ月物SOFR金利等を控除しているが、実際の調達コストとは異なる。
※3　受取利息については、資金運用収益に計上されるファンド等の解約損益を含む。
※4　デリバティブ関連損益等を含む。

＜円貨債券および外貨債券のうち、信用リスク・証券化商品等への投資状況＞
信用リスク 1,419 △ 43 1,376 6.6% △2.7% △ 11 4 12 8 1 △ 16 国内外企業の事業継続性等

証券化商品 12 △ 0 12 0.1% △0.0% 0 0 0 0 0 △ 0 住宅ローン等の貸付利息収入

小計 1,431 △ 43 1,388 6.7% △2.7% △ 11 4 13 8 1 △ 16

リスクカテゴリー
（※１）

総合
損益

（※2）2023/3比

売却・償却
損益等
（※4）

簿価
残高

主な収益の源泉評価
損益

時価
残高 構成比

2023/9期

評価損益
増減

（2023/3
比）


出力用

																														（単位：億円） タンイ オクエン

								2023/9期 キ																						主な収益の源泉 オモ シュウエキ ゲンセン

								簿価
残高 ボカ ザンダカ		評価
損益 ヒョウカ ソンエキ		時価
残高 ジカ ザンダカ						総合
損益
（※2） ソウゴウ ソンエキ

		リスクカテゴリー												構成比 コウセイ ヒ						利息・配当収入 リソク ハイトウ シュウニュウ						売却・償却
損益等
（※4） バイキャク ショウキャク ソンエキ トウ		評価損益
増減
（2023/3比） ヒョウカ ソンエキ ゾウゲン ヒ

		（※１）														2023/3比 ヒ						受取利息 ウケトリ リソク		調達 チョウタツ

																						（※3）		コスト

		円貨債券 エンカ サイケン						4,970		+8		4,978		24.1%		△9.8%		7		14		14		0		1		△ 8		円金利の長短金利差

				うち国債 コクサイ				1,026		+58		1,084		5.2%		△1.7%		22		21		21		0		0		+2

						うち物価連動国債 ブッカ レンドウ コクサイ		818		+45		862		4.2%		△1.6%		16		9		9		0		0		+7		期待インフレ率の上昇

		外貨債券（為替ヘッジ付） ガイカ サイケン カワセ ツキ						5,549		△ 151		5,398		26.1%		+11.7%		△ 124		△ 14		64		77		15		△ 126		海外金利の長短金利差

		外貨債券（為替ヘッジ無） ガイカ サイケン カワセ ナシ						5,005		△ 66		4,939		23.9%		+6.8%		72		53		53		0		103		△ 84		為替差益・利息収入

		国内外株式（含む株式投信） コクナイ ソト カブシキ フク カブシキ トウシン						1,154		+3,016		4,170		20.1%		△6.6%		317		47		47		0		31		+239		取引先を中心とした国内外企業の成長

		オルタナティブ						1,122		+91		1,213		5.9%		△2.1%		44		18		18		0		△３		+30

				ヘッジファンド等 トウ				310		△ 33		277		1.3%		△0.5%		△ 9		△ 0		0		0		△３		△ 6		外部委託運用による戦略分散

				不動産関連 フドウサン カンレン				680		+114		794		3.8%		△1.3%		46		14		14		0		0		+32		不動産の賃料収入と価格上昇による値上がり益

				プライベート・エクイティ				83		+0		83		0.4%		△0.2%		2		2		2		0		0		△ 0		未上場株式の経営改善等による企業価値向上

				エマージング株 カブ				49		+10		59		0.3%		△0.1%		5		1		1		0		0		+3		新興国の成長と為替差益

		合計 ゴウケイ						17,799		+2,898		20,697		100.0%		+0.0%		315		118		195		77		146		+51

				※1　市場部門で投資している資産を、勘定科目に関わらず主たるリスクに応じて集計したもの（金銭の信託等を含むベース）。

				※2　「総合損益」および「利息・配当収入」は、調達コストとして３ヶ月物SOFR金利等を控除しているが、実際の調達コストとは異なる。

				※3　受取利息については、資金運用収益に計上されるファンド等の解約損益を含む。

				※4　デリバティブ関連損益等を含む。



				＜円貨債券および外貨債券のうち、信用リスク・証券化商品等への投資状況＞

				信用リスク シンヨウ				1,419		△ 43		1,376		6.6%		△2.7%		△ 11		4		12		8		1		△ 16		国内外企業の事業継続性等

				証券化商品 ショウケンカ ショウヒン				12		△ 0		12		0.1%		△0.0%		0		0		0		0		0		△ 0		住宅ローン等の貸付利息収入

				小計 ショウ ケイ				1,431		△ 43		1,388		6.7%		△2.7%		△ 11		4		13		8		1		△ 16
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(単位：億円)

日本

北米

(うち米国)

欧州

アジア・オセアニア

中東

中南米

その他（国際機関）

合　　　計

※ シンガポール支店分を除く

22 0 22

28

268

(261)

0

740

貸出残高 コミットメント残高

(358)

147

206

365

合計 構成比

2023/9

775

1,435

35

97

206

30

138

141 1,576 100.0%

30

13.1%

49.2%

9

0

1.9%

1.8%

0

1.4%

23.2%

(22.7%)

9.4%

28

(97)

(単位：億円)

電気・ガス

(うち国内太陽光発電)

製造

金融

各種サービス

運輸

(うち航空機ファイナンス)

卸売・小売

建設

その他

合　　　計

※ シンガポール支店分を除く

2023/9

貸出残高 コミットメント残高 合計 構成比

681 54 736 46.7%

(379) (0) (380) (24.1%)

142 9.0%

114 0 114 7.3%

(78) (4.9%)

254 28 283 18.0%

171 50

142 0

221 14.0%

37 7 45 2.9%

1.6%

0.5%

(78) (0)

1,435 141 1,576 100.0%

24

8

0

0

24

8

地域別残高（最終リスク国ベース） セクター別残高（最終リスク国ベース）

地域・セクター別投資残高 ～ 市場営業部門 ～
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